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(57)【要約】
【課題】放射線に曝されて、検出信号強度が落ちた炭化
ケイ素放射線検出器の特性を回復させる簡単な方法とそ
れを利用した放射線検出器の運転方法を提供する。
【解決手段】炭化ケイ素放射線検出器の検出部を構成す
る炭化ケイ素結晶を、２００℃から３５０℃の範囲にあ
る一定温度で30分以上加熱することにより、放射線に曝
されて放射線検出部の炭化ケイ素結晶に生じた点欠陥を
修復させ、炭化ケイ素放射線検出器の特性を回復させる
。炭化ケイ素結晶は、4H-SiCである。
【選択図】図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　放射線に曝されることによって、放射線検出部の炭化ケイ素結晶に生じた点欠陥を、該
炭化ケイ素結晶を所定の温度で所定の時間加熱することにより修復させる、炭化ケイ素放
射線検出器の特性を回復させる方法であって、
　前記所定の温度が２００℃から３５０℃の範囲にある温度であり、前記所定の時間が30
分以上であることを特徴とする炭化ケイ素放射線検出器の特性回復方法。
【請求項２】
　請求項１に記載された方法において、前記炭化ケイ素結晶が4H-SiC結晶であることを特
徴とする炭化ケイ素放射線検出器の特性回復方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の方法において、前記所定の温度が３００℃であることを特徴
とする炭化ケイ素放射線検出器の特性回復方法。
【請求項４】
　請求項１乃至４のいずれかに記載された方法において、前記所定の温度を、前記炭化ケ
イ素放射線検出器と直接接触するようにして一体に形成され、通電電流の大きさに応じて
温度制御が可能なヒータを備えた温度調整機構によって得ることを特徴とする炭化ケイ素
放射線検出器の特性回復方法。
【請求項５】
　放射線検出器が放射線に曝されることによって電荷収集効率が初期値の80％以下、20％
以上になった時点で、前記放射線検出器を200から350℃の範囲の温度で30分以上加熱して
電荷収集効率を回復させることを繰り返すことで、前記放射線検出器を安定的に継続運転
することを特徴とする炭化ケイ素放射線検出器の運転方法。
【請求項６】
　請求項５に記載の方法において、前記加熱を行う時間が30分以上120分以下であること
を特徴とする炭化ケイ素放射線検出器の運転方法。
【請求項７】
　請求項５または６に記載の方法において、前記炭化ケイ素結晶が4H-SiCであることを特
徴とする炭化ケイ素放射線検出器の運転方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、長期間の使用によって電荷収集効率（検出信号強度）が悪化した、炭化ケイ
素（SiC）放射線検出器の特性を回復させる方法及び炭化ケイ素放射線検出器を継続的に
安定動作させるための運転方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般に炭化ケイ素に限らず半導体を材料とする放射線検出器は、放射線測定に使用され
る間に大量の放射線に曝されるため、はじき出し損傷効果により半導体結晶中に格子欠陥
が形成される。格子欠陥はキャリア（電子及び正孔）の捕獲中心や再結合中心として働く
。炭化ケイ素放射線検出器等の半導体放射線検出器は、放射線によって検出器内に誘起さ
れるキャリアを電気信号として外部に取り出すことで動作するため、格子欠陥密度が増大
すると、得られる信号の強度は小さくなる。つまり、放射線検出特性が劣化する。また、
放射線検出器に限らず、半導体装置内に生じた格子欠陥は、所定の温度で所定時間加熱を
行うことで改善されることが知られている（特許文献１～３、非特許文献１～３を参照）
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平６－２４４４４５号公報
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【特許文献２】特開２０００－２７２９９４号公報
【特許文献３】特開２００６－２９５０６１号公報
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】Francesco Moscatelli, Nuclear Instruments and Methods in Physics
 Research A 583(2007) 157-161
【非特許文献２】A. M. Ivanov et al., ISSN 1063-7826, Semiconductors, 2007, Vol.4
1, No.8, pp979-983
【非特許文献３】Naoya Iwamoto et al. IEEE Transactions on Nuclear Science, Vol.5
8, No.6, December 2011
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　上述の特許文献や非特許文献には、放射線によって各種半導体中に形成された欠陥が、
熱処理によって修復されることが開示されている。しかし、これらの文献においてもそれ
ぞれの熱処理温度が異なっているように、ある組成の半導体の欠陥修復のための熱処理温
度と、異なる組成の半導体の欠陥修復のための熱処理温度とは全く異なる。しかも、特定
の半導体中では、熱処理によってさらに欠陥密度が増加し、半導体素子の特性劣化を招く
場合がある。（たとえば、シリコンダイオードにおけるReverse Annealing 効果：A. Hol
mes-Siedle and L. Adams, Handbook of radiation effects, 2nd edition, p.85, Oxfor
d press）したがって、特定の半導体の欠陥が、実際に熱処理によって回復するのか、熱
処理に適切な温度は何度なのか、ということは、実際に調べるまで全く分からないと言っ
ても過言ではない。
【０００６】
　上述したように、半導体中に存在する格子欠陥は、一般に、加熱処理することによって
修復されることは知られている。しかし、半導体の組成によって修復挙動が異なることも
知られており、これまで知られている方法では炭化ケイ素放射線検出器の特性を回復させ
ることができない。
【０００７】
　したがって、本発明の主たる目的は、放射線に曝されることによって、放射線検出部の
炭化ケイ素結晶に生じた点欠陥の影響で、検出信号強度が落ちた炭化ケイ素放射線検出器
の特性を回復させる簡単な方法を提供することにある。また、本発明の他の目的は、上述
の特性回復方法を利用して炭化ケイ素放射線検出器を継続的に安定動作させる方法を提供
することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明の一つの観点に係る炭化ケイ素放射線検出器の特性回復方法は、炭化ケイ素放射
線検出器の検出部を構成する炭化ケイ素結晶を、所定の温度で所定時間以上加熱すること
により、放射線に曝されて放射線検出部の炭化ケイ素結晶に生じた点欠陥を修復させ、炭
化ケイ素放射線検出器の特性を回復させる。このときの所定の温度は２００℃から３５０
℃の範囲にある一定温度であり、所定の時間は30分以上である。
【０００９】
　好ましくは、炭化ケイ素結晶は4H-SiC結晶であり、さらに好ましくは、所定の温度は３
００℃である。
【００１０】
　なお、上述の方法において、所定の温度を、前記炭化ケイ素放射線検出器と直接接触す
るようにして一体に形成され、通電電流の大きさに応じて温度制御が可能なヒータを備え
た温度調整機構によって得るようにすれば、炭化ケイ素放射線検出器を移動させることな
くその場でその特性を回復させることができる。
【００１１】
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　本発明の別の観点に係る炭化ケイ素放射線検出器の運転方法は、放射線検出器が放射線
に曝されることによって電荷収集効率が初期値の80％以下、20％以上になった時点で、前
記放射線検出器を200から350℃の範囲の温度で30分以上加熱して電荷収集効率を回復させ
ることを繰り返すことで、前記放射線検出器を安定的に連続運転する方法である。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明によれば、放射線測定に使用したことで、SiC半導体結晶中に形成された格子欠
陥（点欠陥）を、炭化ケイ素放射線検出器の構成材料に影響を与えない適切な温度で修復
でき、炭化ケイ素放射線検出器を数度にわたって再利用すること、すなわち炭化ケイ素放
射線検出器の長寿命化を図ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】（ａ）、（ｂ）および（ｃ）は、本発明の対象である炭化ケイ素放射線検出器の
典型例を示す図である。
【図２（ａ）】炭化ケイ素放射線検出器の熱処理温度と電荷収集効率との関係を示すグラ
フである。
【図２（ｂ）】炭化ケイ素放射線検出器の熱処理温度と電荷収集効率との関係を示すグラ
フである。
【図３】本発明の方法を実施するための、炭化ケイ素放射線検出器の加熱装置の一例を示
す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　初めに図１を参照する。図１は本発明の対象であるダイオード型の炭化ケイ素放射線検
出器の典型例の構成を示し、（ａ）は、その外観斜視図である。ここで符号１１と１３は
電極で、１２は炭化ケイ素結晶である。（ｂ）および（ｃ）は、共に（ａ）に示された炭
化ケイ素放射線検出器の断面図であるが、（ｂ）はpnダイオードを、（ｃ）はショットキ
ーダイオードの例を示している。なお、（ｂ）に示されたpnダイオードのｐ型とｎ型の部
分は逆の構造でも良い。
【００１５】
　放射線検出部である炭化ケイ素結晶１２は、放射線を受けて電子-正孔対を発生し、こ
れらが電極１１、１３間にかけられた逆バイアスによって集められ、放射線（例えば単一
のアルファ粒子）のエネルギーが、電荷収集量（パルス電流の時間積分値）の大きさとし
て測定される。しかし、放射線に曝された炭化ケイ素結晶には、長い間に大量の格子欠陥
が発生するため、電荷収集効率（検出信号強度）が低下し、放射線検出器としての感度が
劣化するようになる。
【００１６】
　放射線に曝されると，原子が大きなエネルギーを得て結晶格子点位置からはじき出され
て格子間原子なり、その一部は一対の空孔と格子間原子の組を作る。本発明者らは、後述
するように炭化ケイ素結晶（4H-SiC）を２００℃から３５０℃の範囲の温度で３０分以上
加熱することで、これらの点欠陥が格子振動によって移動修復されることを実験によって
見出した。
【００１７】
　図２に、５.５MeVのエネルギーを持つアルファ粒子に対して行った実験によって得られ
た、炭化ケイ素放射線検出器の熱処理温度と電荷収集効率との関係をグラフと数値で示す
。このグラフでは横軸に熱処理温度を、縦軸に電荷収集効率すなわち検出信号強度を示し
ている。このときの熱処理時間は３０分である。なお、３０分以上の熱処理でも大きな変
化はみられなかった。
【００１８】
　上述の加熱は、加熱温度を１℃毎に設定可能なアルバック理工社製の赤外線ランプ加熱
処理装置を用いて行った。実験では、例えば、室温から１００℃まで昇温させて熱処理し
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た後、一度室温まで下げて電荷収集効率を測定した。次に、室温から１５０℃まで昇温さ
せて熱処理した後、再度室温まで下げて電荷収集効率を測定した。このような方法で、５
０℃から４００℃までの熱処理の影響について測定した。
【００１９】
　図２の（ａ）のグラフから明らかなように、このグラフは２００℃と３５０℃に屈曲点
を有し、この範囲では電荷収集効率が初期値（１００％）のほぼ９０％以上に改善された
。最適熱処理温度は３００℃であり、このときの電荷収集効率は９２.４３％まで改善さ
れた。
【００２０】
　以上の実験データは、放射線であるアルファ粒子に長期間曝された炭化ケイ素結晶を、
別の場所にある電気炉まで持って行って行った。しかし、実際には、炭化ケイ素放射線検
出器と直接接触するようにして一体に形成され、通電電流の大きさに応じて温度制御が可
能なヒータを備えた温度調整機構を用いることで、放射線検出器をその設置場所から取り
外すことなく加熱処理することが可能である。そのような装置の一例を図３に示す。
【００２１】
　また、4H-SiC炭化ケイ素結晶からなる放射線検出器の実使用運転において、炭化ケイ素
放射線検出器が放射線に曝されることによって電荷収集効率がある程度低下した時点で、
炭化ケイ素放射線検出器を200から350℃の範囲の温度で30分以上加熱して電荷収集効率を
回復させることを繰り返すことで、炭化ケイ素放射線検出器を継続的に安定動作させるこ
とが可能となる。このとき、電荷収集効率が放射線曝露前の初期値の約20％以下になると
、炭化ケイ素放射線検出器の動作が困難になるため、放射線検出器の実使用運転状態なら
びに図２に示す実験データから、炭化ケイ素放射線検出器の電荷収集効率が放射線曝露前
の初期値の80％以下、20％以上になった段階で、炭化ケイ素放射線検出器を200から350℃
の範囲の温度で30分以上加熱することが好ましい。また、炭化ケイ素放射線検出器の運転
休止時間を短縮する観点から、加熱時間は120分以下とすることが好ましい。
【００２２】
　図３では、従来装置である温度制御装置や信号処理装置の詳細を示していない。実際に
は、信号処理装置において、電荷収集効率が初期値の80％以下（80％、70％など適宜しき
い値を定める）になった時点で、温度制御装置に信号を送り、前述の手順に従って熱処理
を開始するようにする。そして、温度を室温から昇温して行き、例えばSiC結晶の温度が3
00℃になった時点で、例えば30分間その温度を維持し、その後タイマーからの信号で温度
を室温まで降下させて、再度放射線検出器としての使用を開始させる。
【符号の説明】
【００２３】
１１…電極
１２…炭化ケイ素結晶
１３…電極
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